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平成２５年度 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に 

基づく対応状況等に関する調査結果（青森県の状況） 

 

１ 養介護施設従事者等による高齢者虐待についての対応状況等 

平成２５年度に相談・通報のあった件数は６件（平成２４年度は３件）。 

そのうち、虐待を受けた又は受けたと思われると判断した事例は０件（平成２４年度は０件）。 

 

２ 養護者による高齢者虐待についての対応状況等 

 

（１）相談・通報対応件数 

平成２５年度、県内４０市町村で受け付けた養護者による高齢者虐待に関する相談・通報件数

は２９５件で、前年度の２４０件よりも５５件(２２．９％)増加した。 

 

（２）相談・通報者 

「警察」が３０．１％と最も多く、次いで「介護支援専門員・介護保険事業所職員」が２１．

７％、「家族・親族」が１０．９％、であった。 

なお、１件の事例に対し相談・通報者が複数の場合があるため、相談・通報件数２９５件に対

し、相談・通報者人数は３２２人であった。 

 

相談・通報者（複数回答） 

 介護支援 

専門員・ 

介護保険 

事業所職員 

医療機関 

従事者 

近隣住民 

・ 

知人 

民生 

委員 

被虐

待者

本人
 

家族 

・ 

親族 

虐待者 

自身 

当該市町村 

行政職員
 
警察 その他 不明 合計 

人 数 ７０ １５ １５ １４ ２７ ３５ ４ １７ ９７ ２７ １ 322 

構成割合(%) 21.7 4.7 4.7 4.3 8.4 10.9 1.2 5.3 30.1 8.4 0.3 100.0 

（注）構成割合は、相談・通報者の合計人数３２２人に対するもの。 

 

（３）事実確認の状況 

「事実確認調査を行った」が９９．０％、「事実確認調査を行っていない」が１．０％であっ

た。 

事実確認調査を行った事例のうち、「訪問調査を行った事例」が７１．０％、「関係者からの情

報収集のみで調査を行った事例」が２７．３％であった。 

事実確認を行っていない事例の内訳は、「後日、事実確認調査を予定している又は事実確認調

査の要否を検討中の事例」が１．０％である。 

 

 

【留意事項】 構成割合（％）の内訳の合計は、端数処理の関係で１００％にならない場合がある。 
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事実確認の実施状況 

 件数 構成割合(%) 

事実確認調査を行った事例 ２９４ 99.0  

 立入調査以外の方法により調査を行った事例 ２９２ (98.3) 

 
訪問調査を行った事例 ２１１ [71.0] 

関係者からの情報収集のみで調査を行った事例 ８１ [27.3] 

立入調査により調査を行った事例 ２ (0.7) 

 
警察が同行した事例 ２ [0.7] 

警察に援助要請したが同行はなかった事例 ０ [0.0] 

事実確認調査を行っていない事例 ３ 1.0  

 相談・通報を受理した段階で、明らかに虐待ではな

く事実確認調査不要と判断した事例 
０ (0.0) 

相談・通報を受理し、後日、事実確認調査を予定し

ている又は事実確認調査の要否を検討中の事例 
３ (1.0) 

合  計 ２９７ 100.0  

（注）事実確認の実施状況には、平成２５年度以前に相談・通報があったもののうち、平成２５年度に入っ

て事実確認を行ったものが含まれるため、合計件数は平成２５年度の相談・通報件数２９５件と一致し

ない。 

 

（４）事実確認調査の結果 

事実確認を行った２９４件のうち、市町村が虐待を受けた又は受けたと思われたと判断した事

例（以下「虐待判断事例」という。）の件数は２０６件であった。平成２４年度は１４８件であ

り、５８件(39.2%)増加した。 

 

事実確認調査の結果 

 件数 構成割合(%) 

虐待を受けた又は受けたと思われたと判断した事例  ２０６ 70.1 

虐待ではないと判断した事例   ５５ 18.7 

虐待の判断に至らなかった事例   ３３ 11.2 

合  計  ２９４ 100.0 

 

（５）虐待の種別・類型 

「身体的虐待」が６８．４％と最も多く、次いで「心理的虐待」が４３．９％、「経済的虐待」

が１６．５％、「介護等放棄」が１３．７％、「性的虐待」が０．５％であった。 

なお、虐待判断事例１件に対し、被虐待者が複数の場合があり、虐待判断事例２０６件に対し、

被虐待者は２１２人となっている。また、虐待判断事例１件に対し、虐待の種別・類型が複数の

場合があるため、虐待の種別・類型は２１２件より多くなっている。 

 

虐待の種別・類型（複数回答） 

 身体的虐待 介護等放棄 心理的虐待 性的虐待 経済的虐待 

件 数 １４５ ２９ ９３ １ ３５ 

構成割合(%) 68.4 13.7 43.9 0.5 16.5 

（注）構成割合は、虐待判断事例における被虐待者の実人員２１２人に対するもの。
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（６）被虐待高齢者の状況 

ア 性別及び年齢 

性別では「女性」が８４．４％、「男性」が１５．６％と、「女性」が全体の約８割を占めて

いた。年齢階級別では「８０～８４歳」が２４．１％と最も多かった。 

なお、１件の事例に対し被虐待高齢者が複数の場合があるため、虐待判断事例件数２０６件

に対し、被虐待高齢者人数は２１２人であった。 

 

被虐待高齢者の性別 

 男 女 不 明 合 計 

人 数 ３３ １７９ ０ ２１２ 

構成割合(%) 15.6 84.4 － 100.0 

 

被虐待高齢者の年齢 

 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 不 明 合 計 

人 数 ２３ ４１ ４４ ５１ ３７ １６ ０ ２１２ 

構成割合(%) 10.8 19.3 20.8 24.1 17.5 7.5 － 100.0 

 

イ 介護保険の申請 

被虐待高齢者２１２人のうち、介護保険の利用申請を行い「認定済み」の者が９９人（46.7％）

と、約５割が介護保険認定済者であった。 

 

被虐待高齢者の介護保険の申請 

 人数 構成割合(%) 

未申請 １０１ 47.6 

申請中 ５ 2.4 

認定済み ９９ 46.7 

認定非該当（自立） ７ 3.3 

不明 ０ － 

合 計 ２１２ 100.0 

 

ウ 要介護度及び認知症日常生活自立度 

介護保険認定済者９９人における要介護度は、「要介護２」が３７．４％と最も多く、次い

で「要介護１」が１７．２％であった。 

また、介護保険認定済者における認知症日常生活自立度「Ⅱ以上」の者は７０人（７０．７％）

であり、被虐待高齢者全体(２１２人)の３３．０％を占めた。 

 

       介護保険認定済者の要介護度    介護保険認定済者の認知症日常生活自立度 

 人 数 構成割合(%)   人 数 構成割合(%) 

要支援１ ５     5.1 自立又は認知症なし ８ 8.1 

要支援２ ９      9.1 自立度Ⅰ ２１ 21.2 

要介護１ １７     17.2 自立度Ⅱ ４０ 40.4 

要介護２ ３７     37.4 自立度Ⅲ ２３ 23.2 

要介護３ １５     15.2 自立度Ⅳ ４ 4.0 

要介護４ １３     13.1 自立度Ｍ ３ 3.0 

要介護５ ３      3.0 認知症はあるが自立度不明 ０ － 

不 明 ０ － 自立度Ⅱ以上（再掲） (７０) (70.7) 

合 計 ９９    100.0 認知症の有無が不明 ０ － 

     合 計 ９９ 100.0 
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エ 虐待者との同居・別居の状況 

「虐待者と同居」が９1．５％と、約９割が虐待者と同居であった。 

 

       被虐待高齢者における虐待者との同居の有無 

 虐待者と同居 虐待者と別居 その他 不 明 合 計 

件 数 １９４ １６ ２ ０ ２１２ 

構成割合(%) 91.5 7.5 0.9 － 100.0 

 

オ 家族形態 

「未婚の子と同居」が２８．８％と最も多く、「配偶者と離別・死別等した子と同居」と「子

夫婦と同居」とも合わせると５８．１％と、約６割が子と同居の世帯であった。 

 

家族形態 

 

 

単独 

世帯 

夫婦のみ 

世帯 

未婚の子 

と同居 

配偶者と

離別・死別

等した子

と同居 

子夫婦と 

同居 

その他 不 明 合 計 

件 数 ９ ４８ ６１ ２６ ３６ ３２ ０ ２１２ 

構成割合(%) 4.2 22.6 28.8 12.3 17.0 15.1 － 100.0 

 

カ 虐待者との関係 

被虐待高齢者からみた虐待者の続柄は、「息子」が４１．０％と最も多く、次いで「夫」が

２６．６％、「娘」が１３．５％の順であった。 

なお、１件の事例に対し虐待者が複数の場合があるため、虐待判断事例件数２０６件に対し

虐待者人数は２２９人であった。 

 

      虐待者の被虐待高齢者との続柄（重複可） 

 夫
 

妻
 

息子
 

娘
 

息子

の配

偶者

(嫁) 

娘の

配偶

者

(婿) 

兄弟 

姉妹 

孫
 

その他 不明
 
合計

 

人 数 61 7 94 31 10 2 5 8 11 0 229 

構成割合(%) 26.6 3.1 41.0 13.5 4.4 0.9 2.2 3.5 4.8 － 100.0 
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（７）虐待への対応策 

 

ア 分離の有無 

虐待への対応として、「被虐待高齢者の保護として虐待者からの分離を行った事例」が４７．

７％、「被虐待高齢者と虐待者を分離していない事例」は４７．２％であった。 

 

虐待への対応策としての分離の有無 

 件 数 構成割合(%) 

被虐待高齢者の保護として虐待者からの分離を行った事例 １１２ 47.7 

被虐待高齢者と虐待者を分離していない事例 １１１ 47.2 

現在対応について検討、調整中の事例 ２ 0.9 

その他 １０ 4.3 

合 計 ２３５ 100.0 

（注）虐待への対応には、平成２４年度の虐待判断事例のうち、平成２５年度に入って対応を行ったものを

含むため、合計人数は平成２５年度の被虐待高齢者人数２１２人と一致しない。 

 

    イ 分離を行った事例の対応内容 

分離を行った事例における対応は、「その他」が３４．８％と最も多く、次いで「契約によ

る介護保険サービスの利用」が２４．１％となっている。 

分離を行った事例のうち、３２．１％に当たる３６件において面会を制限する措置が行われ

ていた。 

 

    分離を行った事例の対応内容（最初に行った対応） 

 
件 数 構成割合(%) 

うち面会の制限を 

行った事例（内数） 

契約による介護保険サービスの利用 ２７ 24.1 ７ 

老人福祉法に基づくやむを得ない事由等による措置 ６ 5.4 ３ 

緊急一時保護 ２６ 23.2 １９ 

医療機関への一時入院 １４ 12.5 １ 

その他 ３９ 34.8 ６ 

合 計 １１２ 100.0 ３６ 

 

ウ 分離していない事例の対応内容 

分離していない事例における対応では、「経過観察」が４０．５％と最も多く、次いで「養

護者に対する助言・指導」が３９．６％、「その他」が１９．８％、「既に介護保険サービスを

受けているが、ケアプランを見直し」が１６．２％であった。 

 

分離していない事例の対応の内訳（複数回答） 

 件 数 構成割合(%) 

経過観察（見守り） ４５ 40.5 

経 過観

察以外

の対応 

養護者に対する助言・指導 ４４ 39.6 

養護者が介護負担軽減のための事業に参加 ３ 2.7 

被虐待者が新たに介護保険サービスを利用 ４ 3.6 

既に介護保険サービスを受けているが、ケアプランを見直し １８ 16.2 

被虐待者が介護保険サービス以外のサービスを利用 ６ 5.4 

その他 ２２ 19.8 

合計（累計） １４２  

        （注）構成割合は、分離していない事例における被虐待者１１１人に対するもの。
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エ 権利擁護に関する対応 

権利擁護に関する対応として、成年後見制度及び日常生活自立支援事業の利用状況について

把握した。成年後見制度については、「利用開始済み」が６件、「利用手続き中」は５件であっ

た。また、「日常生活自立支援事業の利用」はなかった。 

 

（８）虐待等による死亡事例 

   平成２５年度に虐待等により死亡に至った事例は１件あった。 

  ア 事件形態、被害者数 

   「養護者による被養護者の殺人」が１件 1人。 

  イ 被害者、加害者の性別及び続柄 

    被害者の性別は女性で、年齢は「70-75 歳」が 1 人。加害者の性別は男性であり、続柄は夫

であった。 

 

３ 市町村における高齢者虐待防止対応のための体制整備等について 

 

市町村における高齢者虐待防止対応のための体制整備等について、平成２５年度末の状況を調査

した。 

項目ごとの実施率をみると、「高齢者虐待の対応の窓口となる部局の住民への周知」、「地域包括

支援センター等の関係者への高齢者虐待に関する研修」、「民生委員、住民、社会福祉協議会等から

なる「早期発見・見守りネットワーク」の構築への取組」、「成年後見制度の市町村長申立が円滑に

できるように役所・役場内の体制強化」、「虐待を行った養護者に対する相談、指導又は助言」及び

「居宅において日常生活を営むのに支障がありながら必要な福祉サービス及び保健医療サービスを

利用していない高齢者の権利利益の養護を図るための早期発見の取組や相談等」は７割以上の市町

村で実施された。 

一方、「行政機関、法律関係者、医療機関等からなる関係専門機関介入支援ネットワークの構築 

への取組」の実施率が約４割となっており、今後積極的な取組が望まれる項目である。
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市町村における体制整備等に関する状況          （平成２５年度末現在） 

体制整備の内容 実施済み 

高齢者虐待の対応の窓口となる部局の住民への周知（平成

２５年度中） 

市町村数 ３２ 

構成割合(%) 80.0 

地域包括支援センター等の関係者への高齢者虐待に関す

る研修 

市町村数 ３３ 

構成割合(%) 82.5 

高齢者虐待について、講演会や市町村広報紙等による、住

民への啓発活動 

市町村数 ２１ 

構成割合(%) 52.5 

居宅介護サービス事業者に法について周知 

 

市町村数 ２５ 

 構成割合(%) 62.5 

介護保険施設に法について周知 

 

市町村数 ２４ 

構成割合(%) 60.0 

独自の高齢者虐待対応のマニュアル、業務指針、対応フロ

ー図等の作成 

市町村数 ２１ 

構成割合(%) 52.5 

民生委員、住民、社会福祉協議会等からなる「早期発見・

見守りネットワーク」の構築への取組 

市町村数 ３１ 

構成割合(%) 77.5 

介護保険サービス事業者等からなる「保健医療福祉サービ

ス介入支援ネットワーク」の構築への取組 

市町村数 ２４ 

構成割合(%) 60.0 

行政機関、法律関係者、医療機関等からなる「関係専門機

関介入支援ネットワーク」の構築への取組 

市町村数 １７ 

構成割合(%) 42.5 

成年後見制度の市町村長申立が円滑にできるように役

所・役場内の体制強化 

市町村数 ３０ 

構成割合(%) 75.0 

法に定める警察署長に対する援助要請等に関する警察署

担当者との協議 

市町村数 ２７ 

構成割合(%) 67.5 

老人福祉法による措置をとるために必要な居室確保のた

めの関係機関との調整 

市町村数 ２５ 

構成割合(%) 62.5 

虐待を行った養護者に対する相談、指導又は助言 

 

市町村数 ３７ 

構成割合(%) 92.5 

居宅において日常生活を営むのに支障がありながら、必要

な福祉サービス及び保健医療サービスを利用していない

高齢者の権利利益の擁護を図るための早期発見の取組や

相談等 

市町村数 ２9 

構成割合(%) 72.5 

 


